
コ
ロ
ナ
禍
で
も 

 

市
税
増
収
に

問　
市
税
の
増
加
要
因
は
。

答　

調
定
額
で
市
税
全
体

で
は
令
和
4
年
度
は
令
和

3
年
度
と
比
較
し
て
、
約

8
億
５
３
０
０
万
円
の
増
額

と
な
っ
た
。

　
現
年
課
税
分
で
、
個
人
市

民
税
は
約
4
億
５
０
０
万
円

の
増
額
と
な
っ
た
。
こ
れ
は

経
済
活
動
の
回
復
に
よ
る

納
税
義
務
者
の
増
加
と
土

地
等
の
譲
渡
に
よ
る
所
得

割
の
増
加
に
よ
る
も
の
で

あ
る
。
法
人
市
民
税
は
約

1
億
５
２
０
０
万
円
の
増
額

と
な
っ
た
。
こ
れ
は
法
人
納

税
義
務
者
の
増
加
と
製
造
業

に
係
る
法
人
税
割
の
増
額
に

よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
ま
た
、
固
定
資
産
税
は
約

2
億
８
３
０
０
万
円
の
増
額

で
、
土
地
区
画
整
理
地
区
の

市
街
化
区
域
編
入
に
よ
る
増

収
の
ほ
か
、
家
屋
の
新
築
等

に
よ
る
増
収
な
ど
の
要
因
に

よ
る
も
の
で
あ
る
。
同
様
の

理
由
に
よ
り
、
都
市
計
画
税

も
約
４
９
０
０
万
円
の
増
額

と
な
っ
た
。

市
税
の
収
納
率 

 

県
内
40
市
で
第
1
位
に

問　
税
収
確
保
に
向
け
た
取

り
組
み
は
。

答　
令
和
4
年
度
に
お
け
る

市
税
の
収
納
率
は
、
過
去
最

高
の
99
・
３
％
と
な
っ
た
。

県
内
の
40
市
中
第
1
位
と
な

り
、
適
正
な
自
主
財
源
の
確

保
に
つ
な
が
っ
た
も
の
で
あ

る
。

　
課
税
客
体
を
把
握
す
る
た

め
、
税
務
署
、
法
務
局
等
と

の
情
報
共
有
や
連
携
を
図

り
、
Ｉ
Ｔ
技
術
の
活
用
、
職

員
が
現
場
確
認
を
行
う
な

ど
、
多
方
面
か
ら
ア
プ
ロ
ー

チ
を
行
っ
た
。

　
ま
た
、
各
種
調
査
の
情
報

に
基
づ
き
、
必
要
な
人
に
は

申
告
を
促
し
、
適
正
な
課
税

に
努
め
て
い
る
。

　
徴
収
に
つ
い
て
は
、
納
付

資
力
が
あ
る
滞
納
者
に
は
厳

正
な
滞
納
処
分
を
行
な
っ
て

い
る
。
そ
の
一
方
で
、
納
付

資
力
の
な
い
滞
納
者
に
は
、

法
令
に
基
づ
く
滞
納
処
分
の

執
行
停
止
を
適
用
し
て
い

る
。

国
の
新
型
コ
ロ
ナ 

 

交
付
金
の
使
い
道

問　
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
対

策
の
交
付
金
を
活
用
し
た
事

業
実
績
は
。

答　
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
の

影
響
や
、
電
気
料
金
等
の
物

価
高
騰
に
対
す
る
様
々
な
事

業
を
実
施
し
た
。
主
な
も

の
と
し
て
、
消
費
活
性
化

ク
ー
ポ
ン
給
付
事
業
と
し
て 

約
3
億
６
４
０
０
万
円
、

水
道
料
金
・
下
水
道
使
用

料
の
減
免
と
し
て
約
3
億 

１
４
０
０
万
円
、
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ 

ス
ク
ー
ル
構
想
用
の
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
や
周
辺
機
器
、 

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
等
の
学

習
環
境
整
備
に
約
1
億 

２
５
０
０
万
円
、
コ
ロ
ナ
禍

で
物
価
高
騰
に
直
面
す
る
障

が
い
福
祉
・
介
護
サ
ー
ビ
ス

事
業
所
等
へ
の
支
援
と
し
て

約
３
４
０
０
万
円
を
計
上
し

た
も
の
で
あ
る
。

問　
国
や
県
か
ら
の
交
付
金

及
び
補
助
金
と
市
の
一
般
財

源
と
の
構
成
は
。

答　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
応
地
方

創
生
臨
時
交
付
金
を
約

9
億
１
６
０
０
万
円
、
小
・

中
学
校
の
感
染
対
策
や
保
育

所
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
に
係
る
国
庫

補
助
金
を
約
１
９
０
０
万

円
、
保
育
施
設
等
の
光
熱

水
費
の
高
騰
に
対
す
る
支

援
に
係
る
県
補
助
金
を
約

５
０
０
万
円
を
充
当
し
、
そ

の
他
に
一
般
財
源
を
活
用
し

て
事
業
を
実
施
し
た
。

◆
議
案
に
対
す
る
質
疑

青
　
藍
　
会
　
加
藤
　
恵
一 

議
員

公
　
明
　
党
　
川
畑
　
京
子 

議
員

日
本
共
産
党
　
塚
越
　
洋
一 

議
員

会
派
外
の
議
員
　
民
部
　
佳
代 

議
員

　日本は国連の女子差別撤廃条約を批准しているが、実効性を強化し問題を解決するための選択
議定書をいまだ批准していない。よって、国に対し男女共同参画社会の実現に向け以下を要望する。
　１．女子差別撤廃条約選択議定書を早期に批准すること
　２．関連する国内法を整備すること� 送付日：令和５年９月 22日（主意抜粋）

意見書
全員賛成で可決 女性の権利を国際基準に

令
和
５
年

令
和
５
年  

第
３
回
定
例
会

第
３
回
定
例
会
8 
  28

9 
  22

　
令
和
５
年
第
３
回
定
例
会
で
は
、
一
般
会
計
補
正

予
算
や
令
和
４
年
度
一
般
会
計
決
算
を
は
じ
め
と
し

た
各
会
計
決
算
が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
ま
た
、
市
の
中
長
期
的
な
計
画
を
定
め
た
最
上
位

計
画
の
後
期
７
年
間
の
基
本
計
画
な
ど
市
長
提
出
議

案
22
件
全
て
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、議
員
提
出
議
案
の
意
見
書
１
件
が
全
会
一

致
で
可
決
さ
れ
、
関
係
省
庁
に
送
付
さ
れ
ま
し
た
。

令和 4 年 度
一 般 会 計 決算の特徴

※万円未満四捨五入

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費

令和４年度
対前年度比

令和４年度
対前年度比

令和４年度
対前年度比

令和４年度
対前年度比

57億999万円　
3752万円増

124億2062万円　
14億5127万円減

44億5277万円　
4億278万円増

28億293万円　
33億9291万円減

歳出歳出 …増減した主なもの

歳 出 決算総額434億2621万円
前年度対比 10.3%減 （49億9619万円）

歳入歳出差引額
29億8605万円
歳入歳出差引額
29億8605万円

実質収支額
27億4829万円

翌年度へ繰り越すべき財源　2億 3776 万円

※端数処理の結果、数値が一致しない部分があります。

市民税

固定資産税

国庫支出金

市債

令和４年度
対前年度比

令和４年度
対前年度比

令和４年度
対前年度比

令和４年度
対前年度比

84億24万円
  5億3490万円増

70億3404万円
  2億4866万円増

97億1361万円
12億605万円減

20億627万円
43億6006万円減

歳入歳入 …増減した主なもの

歳 入 決算総額 464億1225万円
前年度対比 8.9%減 （45億3315万円）

　
　
　
市
民
の
生
活
を
守
り
な
が
ら

　
　
　
市
民
の
生
活
を
守
り
な
が
ら

　
　
　
　
　
健
全
な
財
政
運
営
を
継
続

　
　
　
　
　
健
全
な
財
政
運
営
を
継
続

令和４年度 一般会計令和４年度 一般会計  決算の認定決算の認定

女子差別撤廃条約選択議定書の批准及び
国内法の整備を求める意見書

市民・都市常任委員会が福岡浄水場を 視察市民・都市常任委員会が福岡浄水場を 視察
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議 案 審 議
本会議での質疑をまとめています。本会議での質疑をまとめています。


